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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第118期
第３四半期
連結累計期間

第119期
第３四半期
連結累計期間

第118期
第３四半期
連結会計期間

第119期
第３四半期
連結会計期間

第118期

会計期間

自平成20年
  ４月１日
至平成20年
  12月31日

自平成21年
  ４月１日
至平成21年
  12月31日

自平成20年
  10月１日
至平成20年
  12月31日

自平成21年
  10月１日
至平成21年
  12月31日

自平成20年
  ４月１日
至平成21年
  ３月31日

売上高 (百万円) 77,19760,04126,26021,98596,322

経常利益 (百万円) 2,986 1,811 302 1,850 3,126

四半期純利益
又は四半期(当期)純損失（△）

(百万円) △4,604 1,139△5,918 1,107△2,879

純資産額 (百万円) ─ ─ 26,21930,21826,815

総資産額 (百万円) ─ ─ 85,93183,21583,284

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ 295.96345.30305.26

１株当たり四半期純利益
又は四半期(当期)純損失（△）

(円) △52.25 13.49△67.89 13.11△33.01

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ─ ─ 29.1 35.0 31.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,797 5,636 ─ ─ 3,254

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △11,926△5,114 ─ ─ △14,173

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,591△2,066 ─ ─ 12,543

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ─ ─ 2,231 2,749 4,342

従業員数 (名) ─ ─ 2,778 2,662 2,718

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

２  売上高には、消費税等は含まれていません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第119期第３四半期連結累計期間及び第119期

第３四半期連結会計期間は潜在株式がないため、第118期第３四半期連結累計期間、第118期第３四半期連結会

計期間及び第118期については１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式がないため、それぞれ

記載していません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 2,662(327)

(注) １  従業員数は、就業人員数であり、臨時従業員は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（）外数で記載

しています。

２  臨時従業員は、雇用期間の定めのある社員及びパートタイマー等を含み、派遣社員を除いています。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 1,161(227)

(注) １  従業員数は、就業人員数であり、臨時従業員は、当第３四半期会計期間の平均人員を（）外数で記載して

います。

２  臨時従業員は、雇用期間の定めのある社員及びパートタイマー等を含み、派遣社員を除いています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のと

おりです。

　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

耐火物事業 13,065 67.5

築炉事業 3,402 79.2

ファインセラミックス事業 533 56.5

その他の事業 393 86.2

合計 17,395 69.5

(注) １  金額は販売価格によっています。
２  上記の金額に消費税等は含まれていません。
３  不動産事業に生産実績はありません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のと

おりです。

　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

耐火物事業 15,557 89.0 4,312 82.8

築炉事業 3,910 84.4 1,208 113.0

ファインセラミックス事業 580 72.8 82 46.1

その他の事業 606 94.8 182 86.6

合計 20,655 87.7 5,785 86.7

(注) １  上記の金額に消費税等は含まれていません。

２  不動産事業については、受注活動にそぐわないため、除外しています。
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(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のと

おりです。

　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

耐火物事業 16,530 85.3

築炉事業 3,969 80.2

ファインセラミックス事業 607 60.4

不動産事業 248 98.0

その他の事業 629 92.2

合計 21,985 83.7

(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

新日本製鐵㈱ 10,809 41.1 9,915 45.1

２  上記の金額に消費税等は含まれていません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在していません。

　
　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日(平成22年２月12日)現在において判断したものです。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間においては、鉄鋼需要の回復に伴い、当社グループの主要得意先である鉄鋼

業界において減産が緩和されました。国内粗鋼生産量は回復傾向を示し、前年同四半期連結会計期間に比

して0.8％増と、わずかながらも増加しました。粗鋼生産量の回復傾向に合わせて、耐火物需要も回復しつ

つありますが、前年同四半期連結会計期間に比して落ち込み、当第３四半期連結会計期間の売上高は、前

年同四半期連結会計期間に比べ16.3％減収の219億85百万円となりました。

損益については、売上高の減少の影響を受けましたが、原材料・調達品価格、労務費等の削減に向けた

各種取り組みを継続して実施した結果、当第３四半期連結会計期間の営業利益は、前年同四半期連結会計

期間に比べ133.2％増益の18億44百万円となりました。営業利益の増加に加え、為替評価が差損から差益

に転じたこともあり、当第３四半期連結会計期間の経常利益は、前年同四半期連結会計期間に比べ

512.4％増益の18億50百万円となりました。また、前年同四半期連結会計期間においては、当社が保有する

ブラジルの大手耐火物メーカーであるマグネジッタ社等の株式の減損処理による投資有価証券評価損の

計上があり、59億18百万円の四半期純損失となりましたが、当第３四半期連結会計期間においては、四半

期純利益は、11億７百万円となりました。

これにより、１株当たり四半期純利益は、13円11銭（前年同四半期連結会計期間は67円89銭の１株当た

り四半期純損失）となりました。

　

事業の種類別セグメントの状況は次のとおりです。

［耐火物事業］

耐火物需要の減少により、耐火物事業の売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ14.7％減収の

165億30百万円となりました。コスト削減のための各種取り組みを継続して実施した結果、営業利益は、

前年同四半期連結会計期間に比べ117.7％増益の16億64百万円となりました。

［築炉事業］

大型築造工事案件の売上計上の減少等により、築炉事業の売上高は、前年同四半期連結会計期間に比

べ19.8％減収の39億69百万円となりました。コスト削減のための各種取り組みの継続実施のほか、工事

案件の利益率改善により、営業利益は、前年同四半期連結会計期間に比べ35.9％増益の４億４百万円と

なりました。
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［ファインセラミックス事業］

主力ユーザーである半導体製造装置業界の市場環境は回復傾向を示してはいるものの、ファインセ

ラミックスの需要自体は前年同四半期連結会計期間に比してなお落ち込んでおり、ファインセラミッ

クス事業の売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ39.6％減収の６億７百万円となりました。コス

ト削減のための各種取り組みを継続して実施した結果、営業利益は４百万円（前年同四半期連結会計

期間は13百万円の営業損失）となりました。

［不動産事業］

不動産事業の売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ2.0％減収の２億48百万円、営業利益は、前

年同四半期連結会計期間に比べ1.9％減益の74百万円となりました。

［その他の事業］

その他の事業の売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ7.8％減収の６億29百万円となりまし

た。コスト削減のための各種取り組みを継続して実施した結果、営業利益は、前年同四半期連結会計期

間に比べ51.9％増益の57百万円となりました。

　

所在地別セグメントの状況は次のとおりです。

［日本］

耐火物需要の減少等により、日本での売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ13.8％減収の212

億79百万円となりました。コスト削減のための各種取り組みを継続して実施した結果、営業利益は、前

年同四半期連結会計期間に比べ381.1％増益の22億３百万円となりました。

［その他の地域］

中国の粗鋼生産量は回復し、拡大傾向にあります。欧米地域の粗鋼生産量は、平成21年４月から９月

までの間は大きく落ち込みましたが、平成21年10月から12月までの間は持ち直し、回復傾向にありま

す。ただ、その他の地域における耐火物需要は全体的には落ち込み、その他の地域での売上高は、前年同

四半期連結会計期間に比べ44.7％減収の16億69百万円、営業利益は、前年同四半期連結会計期間に比べ

91.7％減益の24百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

①資産

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に対し68百万円減少して、832億15百万

円となりました。流動資産は同44億91百万円減少の388億42百万円、固定資産は同43億76百万円増加の

443億26百万円となりました。

流動資産減少の主な要因は、当社グループ一丸となっての在庫削減活動に伴う棚卸資産の減少及び

短期借入金の返済に伴う現預金の減少によるものです。固定資産増加の主な要因は、当社グループ保有

株式の株価上昇及び新日本サーマルセラミックス株式会社の株式取得に伴う投資有価証券の増加によ

るものです。

②負債

当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に対し34億71百万円減少して、529億96百

万円となりました。流動負債は同92億63百万円減少の305億23百万円、固定負債は同57億91百万円増加

の224億72百万円となりました。

流動負債減少の主な要因は、短期借入金の返済によるものです。固定負債の増加は、社債の発行によ

るものです。
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③純資産

当第３四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に対し34億３百万円増加して、302億18

百万円となりました。 

純資産増加の主な要因は、当社グループ保有株式の株価上昇に伴うその他有価証券評価差額金の増

加及び利益剰余金の増加によるものです。

この結果、自己資本比率は35.0％となりました。

また、１株当たり純資産額は、前期末の305円26銭から345円30銭となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、第２四半期

連結会計期間末に比べ９億48百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末には、27億49百万円となりまし

た。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は26億49百万円（前年同四半期連結会計期間は16億92百万円の収入）

となりました。

主な内訳は、仕入債務の増加額26億75百万円、売上債権の増加額20億68百万円、税金等調整前四半期

純利益18億17百万円、減価償却費11億73百万円及び賞与引当金の減少額８億26百万円です。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は９億15百万円（前年同四半期連結会計期間は19億６百万円の支出）

となりました。

主な内訳は、有形固定資産の取得による支出10億８百万円です。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は26億６百万円（前年同四半期連結会計期間は５億２百万円の収入）

となりました。

主な内訳は、短期借入金の減少額25億79百万円です。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　
　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、２億88百万円です。

　

  ※第２［事業の状況］の金額には、消費税等は含まれていません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備の異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 350,000,000

計 350,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 91,145,28091,145,280
東京証券取引所
（市場第一部）
福岡証券取引所

単元株式数は1,000株です。

計 91,145,28091,145,280― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年12月31日 ― 91,145,280 ― 5,537 ― 5,138

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していませ

ん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成21年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしています。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式6,671,000
（相互保有株式）
普通株式   37,000

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

82,773,000
82,773 ―

単元未満株式
 普通株式

1,664,280
― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 91,145,280― ―

総株主の議決権 ― 82,773 ―

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決権６個)含まれ

ています。

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
黒崎播磨株式会社

福岡県北九州市八幡西区
東浜町１－１

6,671,000 ― 6,671,0007.32

(相互保有株式)
菊竹産業株式会社

福岡県北九州市八幡西区
穴生３丁目10－24

36,000 ― 36,000 0.04

(相互保有株式)
株式会社合同セラミックス

岡山県備前市伊部936 1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 6,708,000 ― 6,708,0007.36

(注) 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あ

ります。

なお、当該株式は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めています。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 228 214 239 207 195 184 158 175 167

最低(円) 163 175 199 169 180 153 136 129 134

(注)  株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,749 4,342

受取手形及び売掛金 20,524 18,577

商品及び製品 6,175 8,573

仕掛品 ※2
 3,240 2,808

原材料及び貯蔵品 3,994 6,521

繰延税金資産 915 1,453

その他 1,245 1,065

貸倒引当金 △3 △8

流動資産合計 38,842 43,333

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 34,623 33,047

減価償却累計額 △23,414 △22,542

建物及び構築物（純額） 11,209 10,504

機械装置及び運搬具 49,125 48,304

減価償却累計額 △41,411 △39,493

機械装置及び運搬具（純額） 7,713 8,810

工具、器具及び備品 3,600 3,383

減価償却累計額 △2,856 △2,621

工具、器具及び備品（純額） 744 761

土地 6,855 7,246

建設仮勘定 3,873 3,364

有形固定資産合計 30,396 30,688

無形固定資産

のれん 89 116

その他 629 450

無形固定資産合計 718 567

投資その他の資産

投資有価証券 10,063 4,099

長期貸付金 504 214

繰延税金資産 597 2,316

その他 2,230 2,269

貸倒引当金 △184 △205

投資その他の資産合計 13,211 8,694

固定資産合計 44,326 39,950

繰延資産

社債発行費 46 －

繰延資産合計 46 －

資産合計 83,215 83,284
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 14,243 14,915

短期借入金 9,982 17,857

未払費用 1,743 1,603

未払法人税等 94 378

未払事業所税 93 124

未払消費税等 435 131

賞与引当金 800 1,763

工事損失引当金 ※2
 73 －

繰延税金負債 17 －

その他 3,039 3,013

流動負債合計 30,523 39,787

固定負債

社債 10,000 －

長期借入金 5,500 8,800

繰延税金負債 716 672

退職給付引当金 539 678

役員退職慰労引当金 396 347

製品保証引当金 7 47

長期預り敷金保証金 4,281 4,930

負ののれん 899 1,046

その他 132 157

固定負債合計 22,472 16,680

負債合計 52,996 56,468

純資産の部

株主資本

資本金 5,537 5,537

資本剰余金 5,138 5,138

利益剰余金 18,058 17,094

自己株式 △1,546 △1,542

株主資本合計 27,188 26,228

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,646 270

繰延ヘッジ損益 19 △0

為替換算調整勘定 △690 △709

評価・換算差額等合計 1,975 △440

少数株主持分 1,054 1,028

純資産合計 30,218 26,815

負債純資産合計 83,215 83,284
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 77,197 60,041

売上原価 63,748 49,744

売上総利益 13,448 10,296

販売費及び一般管理費 ※
 9,941

※
 8,653

営業利益 3,507 1,643

営業外収益

受取利息 12 6

受取配当金 95 90

助成金収入 － 252

負ののれん償却額 147 147

持分法による投資利益 71 101

その他 148 137

営業外収益合計 474 737

営業外費用

支払利息 224 275

債権譲渡損 184 116

為替差損 414 －

その他 172 177

営業外費用合計 995 569

経常利益 2,986 1,811

特別利益

前期損益修正益 10 －

固定資産売却益 199 335

固定資産処分益 75 －

抱合せ株式消滅差益 34 －

その他 35 124

特別利益合計 355 460

特別損失

前期損益修正損 30 －

固定資産除却損 260 41

固定資産売却損 1 3

投資有価証券評価損 5,954 －

減損損失 4 15

アドバイザリー手数料 83 －

環境対策費 558 35

その他 18 65

特別損失合計 6,912 160

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△3,570 2,110

法人税、住民税及び事業税 557 172

過年度法人税、住民税及び事業税 159 －

法人税等調整額 195 727

法人税等合計 911 900

少数株主利益 122 70

四半期純利益又は四半期純損失（△） △4,604 1,139
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 26,260 21,985

売上原価 22,232 17,164

売上総利益 4,027 4,820

販売費及び一般管理費 ※
 3,236

※
 2,976

営業利益 790 1,844

営業外収益

受取利息 4 3

受取配当金 25 6

負ののれん償却額 49 49

持分法による投資利益 － 50

その他 30 73

営業外収益合計 110 183

営業外費用

支払利息 88 96

債権譲渡損 62 40

為替差損 414 －

持分法による投資損失 29 －

その他 4 40

営業外費用合計 598 177

経常利益 302 1,850

特別利益

固定資産売却益 25 13

その他 4 9

特別利益合計 30 23

特別損失

固定資産除却損 92 13

固定資産売却損 － 1

投資有価証券評価損 5,954 －

減損損失 － 7

アドバイザリー手数料 15 －

環境対策費 37 －

その他 2 34

特別損失合計 6,102 57

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△5,769 1,817

法人税、住民税及び事業税 △315 35

過年度法人税、住民税及び事業税 △1 －

法人税等調整額 412 644

法人税等合計 95 679

少数株主利益 53 29

四半期純利益又は四半期純損失（△） △5,918 1,107
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(3)　【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△3,570 2,110

減価償却費 3,492 3,375

減損損失 4 15

のれん償却額 43 45

負ののれん償却額 △147 △147

長期前払費用償却額 21 5

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 △25

賞与引当金の増減額（△は減少） △969 △963

退職給付引当金の増減額（△は減少） △46 △139

その他の引当金の増減額（△は減少） 47 82

受取利息及び受取配当金 △107 △97

支払利息 224 275

為替差損益（△は益） 3 △25

持分法による投資損益（△は益） △71 △101

前期損益修正損益（△は益） 20 －

有形固定資産除却損 260 41

有形固定資産売却損益（△は益） △198 △332

アドバイザリー手数料 83 28

抱合せ株式消滅差損益（△は益） △34 －

売上債権の増減額（△は増加） △3,475 △1,924

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,527 4,568

仕入債務の増減額（△は減少） 5,825 △809

投資有価証券評価損益（△は益） 5,954 8

その他 △235 263

小計 3,600 6,253

利息及び配当金の受取額 122 104

利息の支払額 △222 △262

法人税等の支払額 △702 △459

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,797 5,636
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1 －

定期預金の払戻による収入 18 －

有形固定資産の取得による支出 △4,390 △3,210

有形固定資産の売却による収入 198 537

有形固定資産の除却による支出 △192 △28

無形固定資産の取得による支出 △13 △55

投資有価証券の取得による支出 △7,445 △1,910

関係会社出資金の払込による支出 △107 －

貸付けによる支出 △66 △451

貸付金の回収による収入 3 22

土地収用による収入 68 －

アドバイザリー手数料の支払いによる支出 △67 △28

事業譲渡による収入 － 44

その他 70 △33

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,926 △5,114

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） 10,643 △12,129

長期借入れによる収入 － 1,000

長期借入金の返済による支出 △117 △30

社債の発行による収入 － 9,947

預り敷金の返還による支出 △649 △649

自己株式の取得による支出 △837 △3

配当金の支払額 △440 △170

少数株主への配当金の支払額 △3 △26

その他 △3 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,591 △2,066

現金及び現金同等物に係る換算差額 △42 △48

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △579 △1,592

現金及び現金同等物の期首残高 2,766 4,342

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

44 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,231

※
 2,749
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１  連結の範囲に関する事項の変更

(1)連結の範囲の変更

第２四半期連結会計期間より、Krosakiharima Europe B.V.を新規に設立したため、連結の範囲に含めていま

す。

(2)変更後の連結子会社の数

10社

２  持分法の適用に関する事項の変更

(1)持分法適用関連会社の変更

第２四半期連結会計期間より、新日本サーマルセラミックス株式会社は、新規に株式を取得したため、持分法適

用の範囲に含めています。

(2)変更後の持分法適用関連会社の数

３社

３  連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

該当事項はありません。

 
４  会計処理基準に関する事項の変更

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用していましたが、「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着

手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用し

ています。

これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は335百万円、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整

前四半期純利益は53百万円それぞれ増加しています。

なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しています。

５  四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲の変更

該当事項はありません。
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

 (四半期連結損益計算書)

前第３四半期連結累計期間の「為替差損」は営業外費用に区分掲記しておりましたが、当第３四半期連結累計

期間において、営業外費用総額の100分の20以下となったため、営業外費用の「その他」に含めております。なお、

当第３四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」は67百万円です。

 

前第３四半期連結累計期間の「投資有価証券評価損」は特別損失に区分掲記しておりましたが、当第３四半期

連結累計期間において、特別損失総額の100分の20以下となったため、特別損失の「その他」に含めております。な

お、当第３四半期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「投資有価証券評価損」は８百万円です。

 
前第３四半期連結累計期間の「アドバイザリー手数料」は特別損失に区分掲記しておりましたが、当第３四半

期連結累計期間において、特別損失総額の100分の20以下となったため、特別損失の「その他」に含めております。
なお、当第３四半期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「アドバイザリー手数料」は28百万円です。

 

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

 (四半期連結損益計算書)

前第３四半期連結会計期間の「環境対策費」は特別損失に区分掲記しておりましたが、当第３四半期連結累計

期間において、特別損失総額の100分の20以下となったため、特別損失の「その他」に含めております。なお、当第

３四半期連結会計期間の特別損失の「その他」に含まれる「環境対策費」は9百万円です。

 

　

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１  一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しています。

２  棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を

基礎として合理的な方法により算定する方法によっています。

３  固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却の額を期間按分して算定する方法によっ

ています。

４  法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定については、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっています。

繰延税金資産の回収可能性判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっています。

５  工事原価総額の見積方法

工事原価総額の見積りに当たり、当第３四半期連結会計期間末における工事原価総額が、第２四半期連結会計期

間末に見積った工事原価総額から著しく変動しているものと認められる工事契約を除き、第２四半期連結会計期

間末に見積った工事原価総額を、当第３四半期連結会計期間末における工事原価総額の見積額とする方法によっ

ています。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

 
１  偶発債務

    (1)下記会社等の借入金等について債務保証を行っ

ています。

ひびき灘開発株式会社 　
  金融機関からの借入金 98百万円

秦皇島首鋼黒崎耐火材料有限公司 　
  金融機関からの借入金 202  〃

従業員 　
  住宅資金の金融機関からの借入金 328  〃

 
    (2)債権流動化による遡及義務

手形譲渡高 1,225百万円

うち、四半期会計期間 　
末日満期手形 236百万円

   

※２  損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工

事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示していま

す。

損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資

産のうち、工事損失引当金に対応する額は106百万円

（うち、仕掛品106百万円）です。

 
１  偶発債務

    (1)下記会社等の借入金等について債務保証を行っ

ています。

ひびき灘開発株式会社 　
  金融機関からの借入金 120百万円

秦皇島首鋼黒崎耐火材料有限公司 　
  金融機関からの借入金 202  〃

従業員 　
  住宅資金の金融機関からの借入金 339  〃

 
    (2)債権流動化による遡及義務

      手形譲渡高                     1,585百万円

 
 
 
 

―
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

 
※  販売費及び一般管理費の主なもの

減価償却費 243百万円

のれん償却額 43  〃

賞与引当金繰入額 308  〃

退職給付費用 523  〃

役員退職金引当金繰入 77  〃

発送運搬費 1,702  〃

役員報酬及び給与 2,061  〃

研究費 1,034  〃

　 　

 
※  販売費及び一般管理費の主なもの

減価償却費 275百万円

のれん償却額 43  〃

賞与引当金繰入額 229  〃

退職給付費用 579  〃

役員退職慰労引当金繰入額 74  〃

発送運搬費 1,299  〃

役員報酬及び給与 1,890  〃

研究費 940  〃

貸倒引当金繰入額 10  〃

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

 
※  販売費及び一般管理費の主なもの

減価償却費 91百万円

のれん償却額 14  〃

賞与引当金繰入額 308  〃

退職給付費用 180  〃

役員退職金引当金繰入 31  〃

発送運搬費 536  〃

役員報酬及び給与 688  〃

研究費 330  〃

　 　

 
※  販売費及び一般管理費の主なもの

減価償却費 98百万円

のれん償却額 13  〃

賞与引当金繰入額 229  〃

退職給付費用 196  〃

役員退職慰労引当金繰入額 18  〃

発送運搬費 485  〃

役員報酬及び給与 655  〃

研究費 288  〃

貸倒引当金繰入額 △0  〃

 

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,184百万円

有価証券  1  〃

短期貸付金(流動資産  その他) 44  〃

現金及び現金同等物 2,231百万円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,749百万円

現金及び現金同等物 2,749百万円
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(株主資本等関係)

    当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月

１日  至  平成21年12月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 91,145,280

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 6,685,152

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 168 ２ 平成21年３月31日平成21年６月29日 利益剰余金

　
  (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　
耐火物
事業
(百万円)

築炉事業
(百万円)

ファイン
セラミッ
クス事業
(百万円)

不動産
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 19,3694,9481,005 253 682 26,260 ─ 26,260

営業利益又は営業損失(△) 764 297 △13 75 37 1,162(371) 790

(注) １  ①事業区分の決定方法
事業区分は売上集計区分によっています。

②各セグメントの主な内容
耐火物事業には、原材料売上及びノウハウ収入を含みます。
築炉事業は築炉工事の他、用役及び装置売上を含みます。
ファインセラミックス事業は、各種産業用ファインセラミックスの売上です。
不動産事業は、不動産賃貸料に係る売上です。
その他の事業は、景観材、石灰及び建材商品の売上です。

２  ノウハウ収入について、従来は役務提供の面から築炉事業としていましたが、マグネジッタ社への資本参加を
はじめとして、今後は耐火物製造技術供与の重要性が増すと見込まれるため、耐火物事業とすることが適切で
あると判断し、第１四半期連結会計期間より築炉事業から耐火物事業へ変更いたしました。

３  「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会  平成18年７月５日  企業会計基準第９号）を
第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切り
下げ法）に変更しています。

４  当第３四半期連結会計期間より、築炉事業におけるユーザー構内の一部有形固定資産について、減価償却方法
を定額法から定率法に変更しています。この変更は、当第３四半期連結会計期間においてユーザーとの契約改
定があり、当第３四半期連結会計期間以降に取得した有形固定資産について、定率法により減価償却を実施す
る方法がより適正に期間損益を反映するものと判断したためです。

５  当社の機械装置については、経済的耐用年数の合理的見積りの見直しの結果、耐用年数を11年から９年に変更
しています。
国内連結子会社の機械装置については、平成20年度の法人税法の改正を契機として、資産の利用状況を見直し
た結果、第１四半期連結会計期間より有形固定資産の耐用年数を変更しています。 

　
当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　
耐火物
事業
(百万円)

築炉事業
(百万円)

ファイン
セラミッ
クス事業
(百万円)

不動産
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 16,5303,969 607 248 629 21,985 ─ 21,985

営業利益 1,664 404 4 74 57 2,205(361)1,844

(注) １  ①事業区分の決定方法
事業区分は売上集計区分によっています。

②各セグメントの主な内容
耐火物事業には、原材料売上及びノウハウ収入を含みます。
築炉事業は築炉工事の他、用役及び装置売上を含みます。
ファインセラミックス事業は、各種産業用ファインセラミックスの売上です。
不動産事業は、不動産賃貸料に係る売上です。
その他の事業は、景観材、石灰及び建材商品の売上です。

２  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「工事契約に関する
会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計
期間に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認めら
れる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事
完成基準を適用しています。
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前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　
耐火物
事業
(百万円)

築炉事業
(百万円)

ファイン
セラミッ
クス事業
(百万円)

不動産
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 58,53412,5643,142 760 2,19477,197 ─ 77,197

営業利益 3,299 934 35 219 88 4,576(1,068)3,507

(注) １  ①事業区分の決定方法
事業区分は売上集計区分によっています。

②各セグメントの主な内容
耐火物事業には、原材料売上及びノウハウ収入を含みます。
築炉事業は築炉工事の他、用役及び装置売上を含みます。
ファインセラミックス事業は、各種産業用ファインセラミックスの売上です。
不動産事業は、不動産賃貸料に係る売上です。
その他の事業は、景観材、石灰及び建材商品の売上です。

２  ノウハウ収入について、従来は役務提供の面から築炉事業としていましたが、マグネジッタ社への資本参加を
はじめとして、今後は耐火物製造技術供与の重要性が増すと見込まれるため、耐火物事業とすることが適切で
あると判断し、第１四半期連結会計期間より築炉事業から耐火物事業へ変更いたしました。この変更により、
当第３四半期連結累計期間の耐火物事業の売上高が554百万円、営業利益が513百万円増加し、築炉事業の売上
高、営業利益がそれぞれ同額減少しています。

３  「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会  平成18年７月５日  企業会計基準第９号）を
第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切り
下げ法）に変更しています。この結果、従来の方法によった場合に比べて、耐火物事業において、当第３四半期
連結累計期間の営業利益が101百万円減少しています。

４  当第３四半期連結会計期間より、築炉事業におけるユーザー構内の一部有形固定資産について、減価償却方法
を定額法から定率法に変更しています。この変更は、当第３四半期連結会計期間においてユーザーとの契約改
定があり、当第３四半期連結会計期間以降に取得した有形固定資産について、定率法により減価償却を実施す
る方法がより適正に期間損益を反映するものと判断したためです。
これに伴う当第３四半期連結累計期間の営業利益に与える影響は軽微です。また、第２四半期連結累計期間の
営業利益に与える影響はありません。

５  当社の機械装置については、経済的耐用年数の合理的見積りの見直しの結果、耐用年数を11年から９年に変更
しています。
国内連結子会社の機械装置については、平成20年度の法人税法の改正を契機として、資産の利用状況を見直し
た結果、第１四半期連結会計期間より有形固定資産の耐用年数を変更しています。 
この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、耐火物事業において
157百万円、築炉事業において０百万円、ファインセラミックス事業において13百万円、その他の事業において
11百万円減少しています。

　
当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　
耐火物
事業
(百万円)

築炉事業
(百万円)

ファイン
セラミッ
クス事業
(百万円)

不動産
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 44,69911,3871,559 744 1,65060,041 ─ 60,041

営業利益又は営業損失(△) 1,5281,111△307 222 114 2,669(1,025)1,643

(注) １  ①事業区分の決定方法
事業区分は売上集計区分によっています。

②各セグメントの主な内容
耐火物事業には、原材料売上及びノウハウ収入を含みます。
築炉事業は築炉工事の他、用役及び装置売上を含みます。
ファインセラミックス事業は、各種産業用ファインセラミックスの売上です。
不動産事業は、不動産賃貸料に係る売上です。
その他の事業は、景観材、石灰及び建材商品の売上です。

２  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「工事契約に関する
会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計
期間に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認めら
れる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事
完成基準を適用しています。
この結果、従来の方法によった場合に比べて、築炉事業において、当第３四半期連結累計期間の売上高が335百
万円、営業利益が53百万円増加しています。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　
日本
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 24,694 3,021 27,715 (1,454) 26,260

営業利益 457 289 746 43 790

(注) １  国又は地域は、事業活動の相互関連性によって区分しています。
２  その他の地域に属する主な国又は地域………中国、スペイン、アメリカ
３  「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会  平成18年７月５日  企業会計基準第９号）を
第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切り
下げ法）に変更しています。

４  当第３四半期連結会計期間より、日本国内の築炉事業におけるユーザー構内の一部有形固定資産について、減
価償却方法を定額法から定率法に変更しています。この変更は、当第３四半期連結会計期間においてユーザー
との契約改定があり、当第３四半期連結会計期間以降に取得した有形固定資産について、定率法により減価償
却を実施する方法がより適正に期間損益を反映するものと判断したためです。

５  当社の機械装置については、経済的耐用年数の合理的見積りの見直しの結果、耐用年数を11年から９年に変更
しています。
国内連結子会社の機械装置については、平成20年度の法人税法の改正を契機として、資産の利用状況を見直し
た結果、第１四半期連結会計期間より有形固定資産の耐用年数を変更しています。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　
日本
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 21,279 1,669 22,949 (963) 21,985

営業利益 2,203 24 2,227 (382) 1,844

(注) １  国又は地域は、事業活動の相互関連性によって区分しています。
２  その他の地域に属する主な国又は地域………中国、スペイン、アメリカ
３  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「工事契約に関する
会計基準」（企業会計基準第15号  平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第18号  平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会
計期間に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認め
られる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工
事完成基準を適用しています。
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前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　
日本
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 72,446 9,715 82,162 (4,965) 77,197

営業利益 2,573 975 3,548 (41) 3,507

(注) １  国又は地域は、事業活動の相互関連性によって区分しています。
２  その他の地域に属する主な国又は地域………中国、スペイン、アメリカ
３  「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会  平成18年７月５日  企業会計基準第９号）を
第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切り
下げ法）に変更しています。この結果、従来の方法によった場合に比べて、日本において、当第３四半期連結累
計期間の営業利益が101百万円減少しています。

４  当第３四半期連結会計期間より、日本国内の築炉事業におけるユーザー構内の一部有形固定資産について、減
価償却方法を定額法から定率法に変更しています。この変更は、当第３四半期連結会計期間においてユーザー
との契約改定があり、当第３四半期連結会計期間以降に取得した有形固定資産について、定率法により減価償
却を実施する方法がより適正に期間損益を反映するものと判断したためです。
これに伴う当第３四半期連結累計期間の日本の営業利益に与える影響は軽微です。また第２四半期連結累計
期間の営業利益に与える影響はありません。

５  当社の機械装置については、経済的耐用年数の合理的見積りの見直しの結果、耐用年数を11年から９年に変更
しています。
国内連結子会社の機械装置については、平成20年度の法人税法の改正を契機として、資産の利用状況を見直し
た結果、第１四半期連結会計期間より有形固定資産の耐用年数を変更しています。
この結果、従来の方法によった場合に比べて、日本において、当第３四半期連結累計期間の営業利益が188百万
円減少しています。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　
日本
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 56,993 5,310 62,304 (2,262) 60,041

営業利益 2,336 275 2,612 (968) 1,643

(注) １  国又は地域は、事業活動の相互関連性によって区分しています。
２  その他の地域に属する主な国又は地域………中国、スペイン、アメリカ
３  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「工事契約に関する
会計基準」（企業会計基準第15号  平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第18号  平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会
計期間に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認め
られる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工
事完成基準を適用しています。
この結果、従来の方法によった場合に比べて、日本において、当第３四半期連結累計期間の売上高が335百万
円、営業利益が53百万円増加しています。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　 アジア 欧州 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 1,304 1,381 1,559 4,245

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― 26,260

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

5.0 5.3 5.9 16.2

(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。
２  各区分に属する主な国又は地域
(1) アジア…………台湾、韓国、中国
(2) 欧州……………スペイン、オランダ
(3) その他の地域…ブラジル、オーストラリア、アメリカ

３  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。
　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　 アジア 欧州 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 1,177 820 860 2,857

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― 21,985

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

5.4 3.7 3.9 13.0

(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。
２  各区分に属する主な国又は地域
(1) アジア…………中国、台湾
(2) 欧州……………スペイン、オランダ
(3) その他の地域…アメリカ、オーストラリア

３  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。
　

前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　 アジア 欧州 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 4,187 4,737 4,383 13,307

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― 77,197

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

5.4 6.1 5.7 17.2

(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。
２  各区分に属する主な国又は地域
(1) アジア…………台湾、韓国、中国
(2) 欧州……………スペイン、オランダ
(3) その他の地域…ブラジル、オーストラリア、アメリカ

３  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。
　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　 アジア 欧州 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 3,715 2,515 2,241 8,473

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― 60,041

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

6.2 4.2 3.7 14.1

(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。
２  各区分に属する主な国又は地域
(1) アジア…………中国、台湾
(2) 欧州……………スペイン、オランダ
(3) その他の地域…アメリカ、オーストラリア

３  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。
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(有価証券関係)

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証

券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額が前連結会計年度の末日に比べて著しく変動しています。

　

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)

その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

四半期連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

株  式 3,301 8,046 4,745

その他 5 6 1

合  計 3,307 8,053 4,746

(注)表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額です。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約金額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間において、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間において、該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 345円30銭
　

１株当たり純資産額 305円26銭
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 30,218 26,815

普通株式に係る純資産額(百万円) 29,164 25,787

差額の主な内訳(百万円) 　 　

  少数株主持分 1,054 1,028

普通株式の発行済株式数(千株) 91,145 91,145

普通株式の自己株式数(千株) 6,685 6,666

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

84,460 84,478
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２  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △52円25銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純損失(△) ─
　

１株当たり四半期純利益 13円49銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─
　

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第３四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため、当第３四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため、それ

ぞれ記載していません。

２  １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失(△)(百万円)

△4,604 1,139

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失(△)(百万円)

△4,604 1,139

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 88,136 84,465

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △67円89銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純損失(△) ─
　

１株当たり四半期純利益 13円11銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─
　

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第３四半期連結会計期間は１株当たり四半期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため、当第３四半期連結会計期間は潜在株式が存在しないため、それ

ぞれ記載していません。

２  １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失(△)(百万円)

△5,918 1,107

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失(△)(百万円)

△5,918 1,107

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 87,190 84,460
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(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
  至  平成21年12月31日)

（重要な資産の譲渡）

連結子会社AMR Refractarios，S.A.（12月決算会社）は、所在地自治体による土地区画整理事業に伴う土地収

用に応じ、当該連結子会社の第３四半期決算日後に土地を譲渡しました。

これにより、当連結会計年度に特別利益3,578百万円（27百万ユーロ）の計上が見込まれます。

 

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

黒崎播磨株式会社

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    栁  澤  秀  樹　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    武  久  善  栄

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    俵      洋  志

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている黒崎

播磨株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、黒崎播磨株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

黒崎播磨株式会社(E01150)

四半期報告書

34/35



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月12日

黒崎播磨株式会社

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    栁  澤  秀  樹

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    俵      洋  志

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    山  根  玄  生

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている黒崎

播磨株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、黒崎播磨株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社AMR Refractarios, S.A．は、当該連結子会社の第３

四半期決算日後に土地を譲渡した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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